
地球温暖化対策の強化に向けた日本経団連の取り組み 
 

２００６年２月２８日 
日本経団連環境・技術本部 

 
１．経緯 

(1)1991 年 4 月  「経団連地球環境憲章」発表 
（http://www.keidanren.or.jp/japanese/profile/pro002/p02001.html） 

(2)1996 年 7 月  「経団連環境アピール」発表 
（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/pol094.html） 

(3)1997 年６月  「環境自主行動計画」の策定 
（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/pol133/index.html） 

(4)2002 年７月  「環境自主行動計画第三者評価委員会」の設置 
（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/vape/iinkai.html） 

 
２．環境自主行動計画（温暖化対策編）の 2005 年度フォローアップ 

(1) スケジュール（P-D-C-A サイクル） 
２００５年 
４月 18 日 第三者評価委員会「2004 年度評価報告」公表 
５～６月 2005 年度フォローアップ内容の検討 
６月 15 日 2005 年度フォローアップ実施説明会 
６～９月 各業界団体によるフォローアップの実施 
11 月 18 日 2005 年度フォローアップ結果 概要版の公表 
12 月 15 日～ 第三者評価委員会 2005 年度評価の開始 

２００６年 
３月（予定） 2005 年度フォローアップ結果 個別業種版の公表 
４月（予定） 第三者評価委員会 「2005 年度評価報告」公表 

(2) フォローアップ結果（2005 年度フォローアップ結果概要版参照） 
 

３．補完的取り組み（2005 年の主な活動） 
(1) 温暖化防止国民運動への協力 
・「地球温暖化防止国民運動へのご協力に関するお願い」（６月１日） 

（http://www.keidanren.or.jp/japanese/news/announce/20050601.html） 
・ 国民運動の実施状況のフォローアップ調査（８月） 

（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/009shiryo.pdf） 
(2) セミナー等の開催 
・「環境技術シンポジウム-みんなで取り組む温暖化対策-」 

（４月 26 日～経済広報センターとの共催～） 
・「21 世紀の社会における企業の役割-環境問題を中心に-」 

（６月 7 日～WBCSD との共催～） 
 〔参 考〕 

・ 韓国 全国経済人連合会における自主行動計画の説明会（１月 27、28 日） 
・「CEO 持続可能な経営アカデミ(韓国)」 における講演（９月 30 日） 

(3) 企業・業界の温暖化対策の取り組み事例の紹介 
・ 各業界の温暖化への取り組みの「日本経団連タイムス」への連載（７～９月） 
・「地球温暖化防止対策事例集～CO2排出削減 600 のヒント～」（10 月 20 日） 

（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/076.html） 
・ 月刊経済 Trend 特集「進む企業の温暖化対策～省 CO2 型経済社会システムの形成

に向けて～」（11 月） 
(4) 政策提言 
・「民間の活力を活かした地球温暖化防止対策の実現に向けて」（９月 20 日） 

（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/063.html） 
 

以 上 

 
資料１－１ 


